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折 田 正 樹
（中央大学法学部・法科大学院教授〔講演会当時〕）
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国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
講　演
日時　2012 年 7 月 28 日 16：00 ～ 18：20
場所　中央大学法科大学院　2201 教室
　本日は大変暑い中を，またオリンピックの
開会式をご覧になって寝不足の方もおられる
かと思いますが，お集まりいただきましてあ
りがとうございます。本日の講演会には，中
央大学の国際関係法研究会だけでなく，幅広
く声をかけさせていただきました。遠路はる
ばる来られた方もいらっしゃると伺っており
ます。本当にありがとうございます。
　講師の柳井俊二判事をご紹介させていただ
きます。私にとりましては，大学生時代，外
務省勤務，そのあとの中央大学でもずっと大
先輩で，長年にわたってご指導いただいてお
ります。
　柳井先生のご経歴を簡単に紹介させていた
だきます。1961 年に東大法学部をご卒業の
あと外務省に入られまして，国内では経済
局，条約局，アジア局，海外ではフランス，
インドネシア，国連代表部等にご勤務のあ
と，サンフランシスコ総領事，条約局長，初
代の内閣官房国際平和協力本部事務局長，外
務省の総合外交政策局長，外務審議官，外務
次官を歴任され，1999 年 9 月に駐米大使に
就任されました。そして，大使でおられたと
きに 2001 年の 9.11 事件が起きました。その
直後からの日本とアメリカの関係について最
前線で事に当たった方です。
　外務省をご退官されたあと，2002 年 4 月
から 2007 年 3 月まで中央大学の法学部で教
授となられ，その間 2004 年から新しくでき
た法科大学院の教授を兼任されました。2005
年 10 月に国際海洋法裁判所の判事に就任さ
＊国際海洋法裁判所判事・所長，元中央大学法学部・ 
法科大学院教授
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れまして，2011 年の秋に裁判所の所長にな
られました。日本人として初めての所長で
す。
　普段はハンブルクで生活をされています
が，数日前にハンブルクから戻って来られま
した。伺うところによりますと， 8月の中旬
にはまたお戻りになるということで，大変お
忙しい中で時間を割いていただきました。ハ
ンブルクには中央大学の学部の学生，大学院
の学生が頻繁に訪問しているようで，それを
いつも優しくお相手してくださっているとい
う話も伺っております。大変感謝しておりま
す。
　本日は，「国際海洋法裁判所の特徴と最近
の判例」という表題でお話しされますが，パ
ワーポイントは飛行機の中で仕上げられたと
いうことなので，最新の状況を踏まえたお話
で，他では聞くことのできないお話であろう
かと思います。では，柳井先生どうぞよろし
くお願いいたします。
http://www.itlos.org/index.php?id=222#c1102 より
The President of the Tribunal, 
Shunji Yanai
The courtroom
資料 1 　国際海洋法裁判所（空撮，在ハンブルク）
〈最近の法廷〉
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
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Ⅰ　ハンブルクにおける最近の状況
　暑い中お集まりいただきまして，ありがとうございます。久しぶりにこの法科大学院
におじゃまさせていただいて，大変懐かしい気がいたします。今日初めて，この校舎に
来られた方もあるでしょうけれども，中にはあるいは法科大学院に進まれる方もいるの
ではないかと思っております。
　私は 2011 年の 10 月 1 日付で国際海洋法裁判所（International Tribunal for the Law of the 
Sea：ITLOS）の所長になりました。所長になる手続きというのは，21 人裁判官がおります
が，その中の選挙で選ばれることになっております。国際海洋法裁判所の場合はオランダ
のハーグにある国際司法裁判所と違って，裁判官全員がハンブルクに住んでいるわけでは
なくて，普段は所長と書記局（事務局）だけが常駐しています。私もそうだったのですけれ
ども，所長以外の裁判官は裁判や裁判官会議があるときだけハンブルクに行くというやり
方になっております。そういうわけで，2011 年の 10 月からハンブルクに住んでおります。
　中央大学で多摩の学部と市ヶ谷の法科大学院で縁のあった学生たちに「いつでも遊び
においで」と言っておきましたら，おそらくあまり来ないだろうと思ったのですが，皆
さん来てくださっています。これからもどうぞいらしてください。学生だけではなく，
西海先生も数年前に来てくださいました。ある判決を傍聴していただきました。来てく
だされば，ビールでしたらいくらでもごちそうします。 5月に来ていただければ，白い
アスパラガスも豊富にあります。アスパラガスとハム・ソーセージと白ワインぐらいは，
5月だったら豊富に提供できると思います。
　この機会に最近の状況をご報告したいと思います。資料 1の建物は，私どものいる裁
判所を空中から写したものです。ここはもともとハンブルク郊外の富裕層の別荘地で，
手前に典型的な西洋館みたいなものが建っていますが，昔はこれだけがありました。こ
れをドイツ政府が買い上げて，狭いので右の少し変わった格好をした新しい建物を作っ
てくれたわけです。真ん中の丸いところは，日本流に言うと 2階が法廷で， 1階がホー
ルになっております。2012 年 3 月にはバングラデッシュ対ミャンマー海洋境界画定事
件について重要な判決を出したものですから，そのときにはずいぶん大勢の方々が傍聴
に来てくださいました。
　さて，お手元のレジュメについてですが，第一は，国連海洋法条約に基づく紛争解決
手続きがどうなっているのか。第二は，ITLOSと略しますけれども国際海洋法裁判所
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の特徴。第三に，ICJ（国際司法裁判所），ITLOS，仲裁裁判所における海洋紛争の判例。
第四に，ITLOSの最近の判例を四つほど挙げています。判例の一つは，ITLOSの海底
紛争裁判部が 2011 年に出した勧告的意見です。二つ目は，バングラデシュとミャンマー
との間におけるベンガル湾海洋境界画定紛争がございまして，2012 年の 3月に，その
判決を出しております。三つ目に，最近というわけではありませんが，船舶の早期釈放，
英語では prompt releaseと言っておりますが，それと暫定措置に関する決定，四つ目は，
少し変わった視点ですけれども，私どもが出す判決がどういう経済効果を持っているか
という点です。最後に，将来における ITLOSの役割ということです。
Ⅱ　国連海洋法条約に基づく紛争解決手続きについて
　まず，第一の国連海洋法条約に基づく紛争解決手続きの点です。国連海洋法条約は大
変長い条約で，本文が 320 条あって付属書もたくさん付いております。お読みになった
方はご存知だと思いますけれども，ごく簡単に紛争解決手続きの構造をおさらいしてみ
たいと思います。申し訳ないのですが，パワーポイントはあちこちで使うものですから，
全部英語のままになっております。日本語にすると他で使えないものですから，そうい
う事情です。
　国連海洋法条約の第 287 条で，締約国は紛争が生じた場合にどの裁判所を使うかをい
つでも宣言することができる。この条約を作るときに，私も交渉に参加しておりました
が，紛争解決手続きをどうするかという点も非常にもめた点の一つです。
　結局，基本的には三つですけれども，形式的には四つの裁判所を紛争解決手続きとし
て使うということです。四つとは何かというと，この条約のもとで設立した ITLOS（国
際海洋法裁判所），昔からある ICJ（国際司法裁判所），付属書Ⅶというところに手続きが
書いてありますが仲裁裁判所，それからもう一つ，付属書Ⅷに規定する特別仲裁裁判所
というものがあります。特別仲裁裁判所も入れると四つの裁判所を使うという結論に
なったわけです。特別仲裁裁判所というのは，要するに仲裁裁判所であって特殊なこと
ではないのですが，若干簡便な手続きになっていて，漁業の問題，海運の問題など技術
的なものを扱う特別仲裁裁判所です。これはあまり使われておりません。
　そこでどういうことが起こるかと言いますと，この構造は締約国がこの四つのうち一
つ，あるいは複数の裁判所を自分たちが使うことを宣言していいということになってお
ります（資料 2参照）。一番左上の A国，B国ですけれども，たとえば A国が ITLOSと
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
7第 10 巻第 1号（2013）
ICJを選んだ，B国は ITLOSも選んだけれどもあとは特別仲裁裁判所を選んだという
状況になっている場合に，A国と B国の間に紛争が起こり，交渉しても解決しないと
いうときに，A国は ITLOSに B国を提訴すれば，B国も ITLOSを選んでいますから，
ITLOSに紛争は付託されるということです。
　同様に C国と D国の間について見ますと，C国が ITLOSと ICJの二つを選んでいた。
しかし D国は ITLOSを選んでいなくて ICJだけを選んでいる場合に，Cと Dの間の紛
争はどこに行くかというと，共通の裁判所である ICJのほうに裁判が付託されることに
なるわけです。
　同様に E国が ITLOSを選んだ，しかし F国は，我が国も同様ですが，どの裁判所も
選んでいないという事態があり得るわけです。そういうときは紛争がどこの裁判所に行
くか。片方がどの裁判所も選んでいない，あるいは共通の裁判所がない場合には，国連
海洋法条約付属書Ⅶに書いてある仲裁裁判所に行くことになっているわけです。これが
Eと Fの関係です。
　G国と H国の関係で言うと，似たようなことですが G国は ICJを選んでいるけれど
も，H国は仲裁裁判所を選んでいる。これも共通の裁判所を選んでいないわけです。そ
資料 2 　締約国の裁判所の選択と付託
A国選択：ITLOS＋ICJ
B国選択：ITLOS＋特別仲裁裁判所
AB間の紛争 → ITLOS
F国選択：なし
EF間の紛争 → 仲裁裁判所
C国選択：ITLOS＋ICJ
G国選択：ICJ
D国選択：ICJ
CD間の紛争 → ICJ
H国選択：仲裁裁判所
GH間の紛争 → 仲裁裁判所
J国選択：なし
I J間の紛争 → 仲裁裁判所
E国選択：ITLOS
I国選択：なし
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ういう場合も，やはり仲裁裁判所に行く。
　それから，もう一つの場合としては I国と J国の関係です。I国も J国も裁判所を選
んでいない。そういうときには，これも仲裁裁判所に事件が行くということで，一言で
いえば，最小限度仲裁裁判所に紛争が付託される。もちろん紛争関係国が合意すれば，
どこの裁判所にでも持っていけるわけですが，紛争があって喧嘩している国同士はなか
なか合意ができないのです。ですから，最低限度仲裁裁判所には持っていけるというこ
とが，この条約の紛争解決手続きの仕組みです。
　第三次国連海洋法会議（1973 ～ 1982 年）においてわが国等の先進国は，こんなややこ
しいことではなくて，ICJなり ITLOSなりに必ず紛争が行くようにしたいと主張したの
ですが，当時の共産圏の国々や開発途上国諸国は，常設の裁判所である司法裁判所に紛
争を持って行く，かつ一方的に付託されるのは嫌だという国が多く，結局こういうやや
こしい仕組みになってしまいました。
　しかしながら，最低限度仲裁裁判所には行く。仲裁裁判所というのは調停と違って，
仲裁の判断，いわば判決には関係国は従わなければいけない。つまり，拘束力のある決
定のできる裁判所であることに変わりはありません。ただ，仲裁裁判所と司法裁判所の
違いは，仲裁裁判所の場合は，紛争当事国が，紛争が起きてから交渉をしてもらちが明
かなかった，しょうがないから仲裁裁判所を合意で作ろうということで作るわけです。
　つまり，普段は仲裁裁判所というものはないわけです。紛争が起きてから紛争当事国
が話し合って，裁判所を作る。その作り方についてはあとでまた触れますけれども，国
連海洋法条約の付属書Ⅶに規定されています。この規定によれば，原則として 5人の仲
裁裁判官を選ぶことになっています。紛争当事国が 2カ国ある場合に，それぞれが自国
の好きな裁判官を 1人任命します。それで 2人です。あとの 3人は，両紛争当事国が合
意で選ぶ仕組みになっています。
　ただ，ここで皆さんも予想されると思いますけれども，お互いに喧嘩をしている紛争
当事国同士であとの 3人の選任について合意がうまくできるかどうか。できないことが
多いです。その場合にどうするかという問題の解決策が，この条約の付属書には書いて
あります。これについては，後ほど触れたいと思います
Ⅲ　国際海洋法裁判所（ITLOS）の構成と特徴について
　第二は，ITLOS（International Tribunal for the Law of the Sea）の構成，特徴についてです。
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
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21 人の裁判官で構成されておりまして，全員国籍が違います。ICJは 15 人ですが，
ITLOSの場合は少し多くて 21 人おります。
　裁判官の選出方法は，ICJは安保理と国連総会で 3分の 2をとった人がなるわけです
が，ITLOSの場合は，国連海洋法条約の締約国会議に出席する締約国代表の投票で 3
分の 2をとる必要があります。今締約国の数は 165 で，全員が出席しているわけではな
いのですけれども，出席し投票する締約国の 3分の 2以上の支持がないと裁判官にはな
れない，けっこう大変な選挙です。
　裁判官に要求される資質は ICJと同様で，人格が立派であるというような当然のこ
とが書いてあるのですが，ITLOSの場合にはそれプラス海洋法の分野において，日本
語訳では「有能の名のある者」という条件が付されています。英語では「persons of 
recognized competence」という言葉なのですが，どう訳したのかと思ってみたら「有
能の名のある者」となっており，訳文作成には苦心の跡が見られました。
　一つ，世の中でよく間違えられるのは，ITLOSは国連海洋法条約のもとで作られた
裁判所ですが，注意して見ていただくとおわかりのように国連海洋法裁判所ではなく，
国際海洋法裁判所です。なぜかというと，この裁判所を作った条約は，国連で採択した
国連海洋法条約です。けれども，国連海洋法条約には国連加盟国が全部参加しているわ
けではない，全部がこの条約の当事国になっているわけではありません。したがって，
国連加盟国が作った裁判所ではないのです。あくまでも国連海洋法条約の締約国が作っ
た裁判所で，そこが微妙に違うわけです。
　ITLOSは International Tribunal for the Law of the Seaという，Internationalなのもの
で，United Nationsではないのです。もっと具体的に言いますと，たとえばアメリカと
いう超大国はいまだに国連海洋法条約を批准していないわけです。2012 年春ごろから，
そろそろ批准したほうがいいのではないかとアメリカの上院でずいぶん議論がありまし
た。
　私も駐在しておりましたけれども，アメリカという国はちょっと変わった国で，ウィ
ルソン大統領が第一次大戦のあとに国際連盟というものを一所懸命作って，結局アメリ
カの上院が反対したので，作った張本人のアメリカが入らなかった。国連海洋法条約も，
アメリカはずいぶん一所懸命交渉して作ったのです。ところが，出来上がったらなかな
か批准しないわけです。
　オバマ大統領は入ろうとしたのですが，結局大統領選挙の争点の一つになってしまっ
た。ということで，今回も見送りとなりました。したがって，国連海洋法条約の作った
裁判所ではあるけれども，国連加盟国，しかも一番重要な五大国の一つであるアメリカ
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が入っていない。国連の加盟国と国連海洋法条約の締約国は一致しないわけです。した
がって，私どもの裁判所は国連の裁判所ではなく，それとは独立した裁判所であります。
ICJは国連の主要な司法機関，国連の裁判所ですから，そこのところはだいぶ違うわけ
です。とはいっても，ITLOSでも国連のいろいろな規則を準用はしております。
　管轄権について，一番目は，UNCLOS（国連海洋法条約）および同じ目的に関係のあ
る国際協定の解釈・適用に関する紛争を対象とするということで，簡単に言えば海洋法
に関する紛争を解決するのが，我々の役目です。その点，何でも対象になりうるハーグ
の国際司法裁判所とは違って，我々の裁判所は特定の，海洋法に関する分野の裁判所だ
ということです。
　管轄権の二番目は，事件の当事者になりうる者は誰かということです。ITLOSの場
合には国家が当事者になり得るわけですが，それ以外にも我々のところには海底紛争裁
判部という 11 人の裁判官からなる海底の資源開発に関する紛争についての裁判部があ
ります。そこでは国以外にも，ジャマイカにある国際海底機構も当事者になり得ますし，
そこで認可を得て海底開発をする事業体，あるいは国営企業，民間の契約者も含むわけ
です。ICJの場合は，はっきり「国のみが裁判の当事者になりうる」と書いてあるので
すが，ITLOSの場合にはもう少し広いわけです。
　三番目に，義務的管轄権ですが，ICJの規程に有名な 36 条 2 項があります。ICJの管
轄権を受け入れることをあらかじめ宣言できる，宣言した国同士の間では，一方の国が
提訴すれば，相手方はそれに応訴しなければならないという国内の裁判所と同じような
仕組みになっています。ITLOSについては，そういう制度はありません。ただ，同じ
ITLOSを選んだ国同士の間では，一方の提訴で ITLOSに紛争が付託できるわけですか
ら，その限りでは ICJの義務的管轄権，選択条項と言っていますけれども，それと同じ
ような効果があるということです。
　四番目は，緊急措置に関する管轄権です。暫定措置というのは，ある裁判があってそ
れが非常に長引く場合，たとえば A国が海底の石油をどんどん掘り始めた，境界線が
決まっていないがそれを放っておくと海底で B国につながっている石油が全部 A国に
吸い取られてしまうということで，放っておくと片方の権利が失われる，損なわれるこ
とになると困るので，それはやめるようにという暫定措置をとることができます。
　あるいは油を垂れ流したという海洋汚染の問題が起こったとき，裁判が完全に解決す
るまで待てない。放っておくとどんどん汚染が進むというときに，それを止めさせる暫
定措置をとることができる規定になっております。これは ICJでもとれます。ITLOSも
そういう暫定措置がとれるわけですが，国連海洋法条約上少なくとも最終的には仲裁裁
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
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判所に紛争を持っていける仕組みになっています。
　しかし，先ほど触れましたように，仲裁裁判所は紛争が起きてしまってから作る裁判
所ですから，誰を仲裁裁判官にするかでもめるわけです。それで，なかなか決まらない。
何カ月，下手すると何年もかかってしまうこともあります。そういうのを放っておくと
紛争はなかなか解決されませんから，そこで面白い規定があります。
　仲裁裁判所が構成されるまでの間，暫定措置をどこに要請するかということでももめ
るわけです。そういうときに，当事者間で 2週間以内に合意できない場合には ITLOS
に暫定措置を定めてもらうことができるというふうになっています。暫定措置について
も ITLOSが最終的に決めることができるという形になっております。
　もう一つ，船舶・乗組員の早期釈放という手続があります。たとえば，日本の漁船が
ロシアに捕まってしまった。ロシアの排他的経済水域で拿捕されたとします。海洋法条
約上，保証金のようなものを積めばすぐ釈放しなければいけない。ロシアの法令違反に
ついてロシアの裁判所で争っていて，何年もかかるかもしれない。
　しかし，その間ずっと漁船と乗組員をつかまえておくということは，経済的にも人道
的にも良くないからすぐ釈放しろという規定になっているのですが，これに従わない場
合には裁判所へ持っていって釈放してもらうことができます。
　これもどの裁判所に持って行ってもいいのですが，最終的には ITLOSに持って行け
る。拿捕されてから 10 日以内に持って行く裁判所が決まらない場合には ITLOSに来
る。今までこういう問題は全部 ITLOSに来ています。我々はそれを受け取ると，週末
も休日も返上して 1カ月で判決を出すことになっておりまして，今まで例外なく 1カ月
で判決を出しております。かつ，保証金も減額させておりまして，2007 年に日本がロ
シアを提訴した場合， 1件は手遅れで漁船がロシア側に没収されてしまったためうまく
いかなかったのですが，もう 1件はすぐに釈放してもらうことができました。その場合
にはロシアの言い分の 6割減で解決いたしました。
　次に勧告的意見について触れたいと思います。国の管轄権の外にある国際的な場所，
海底の探査・開発については，ジャマイカにある国際海底機構が管理していますが，こ
の機構から ITLOSの海底紛争裁判部に対し，この条約の解釈がよくわからないから，
はっきりさせてほしいと聞いて来ることができます。
　ICJにももちろんそういう制度があるわけですが，ICJの場合には勧告的意見を求め
うるのは国連総会，安保理，あるいは国連の専門機関等に限られております。ITLOS
の場合には国際海底機構のみならず，国家が国際協定を結んで，それを通じて ITLOS
の勧告的意見を求めることができるという道も開かれておりますが，これはまだ使われ
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たことがありません（あとがき参照）。
　勧告的意見というのは，裁判の判決と違って拘束力はありませんけれども，条約の規
定の意味が曖昧なときにはっきりさせるということで，裁判所が第三者的にかつ専門的
な立場から条約の解釈をするわけですから，そういう意味で紛争の解決，予防に役立つ
ということです。
　ITLOSの運用上の特徴について一言触れたいと思います。ITLOSができて最初のこ
ろは，もっぱら漁船の早期解放事件が主でした。このほか暫定措置もとられてきました
けれども，緊急措置が多かったせいか，私どもの裁判所はとにかく審理して判決に至る
までの時間が非常に短いです。ICJに比べるとはるかに短い。これは一つの特徴だと思
います。
　2011 年，深海底に関する勧告的意見を出しましたが，これは 9カ月弱で出しており
ます。2012 年 3 月にはバングラデシュとミャンマーとの間における，ベンガル湾の海
洋境界画定紛争に関する判決を出しましたが，これは 2年 4カ月で出しております。
ハーグの ICJの場合は境界画定紛争で短くて 4年半，長くて 11 年ぐらいかかっていま
す。バングラデシュとミャンマーの事件は 2年前に ITLOSに来ましたが，もし ICJに
行っていたら，まだ審理も始まっていなかったと思います。これはまた後に触れますけ
れども，経済的に非常に大きな差が出るわけです。
　仲裁裁判所の構成に関する ITLOS所長の権限も面白い点です。紛争当事国が裁判所
を選ばなかった，あるいは選んだけれども相手国が選んだ裁判所と一致しなかった場合
には，最終的には仲裁裁判所に事件が行きます（前掲資料 2参照）。既に申し上げたよう
に，仲裁裁判所は紛争当事国が合意しないとできません。 5人の仲裁裁判官のうち，は
じめの 2人は自分たちが好きな人間を任命できますから問題ないのですが，両紛争当事
国はあとの 3人を合意で決めなければいけない。しかし，喧嘩をしている紛争当事国の
間ではなかなか合意ができない。
　事件を提訴することが決まってから 60 日以内に仲裁裁判官が決まらなかった， 3人
とも決まらない，あるいは 1人だけ決まらないこともあるのですが，そういう場合には，
ITLOSの所長に決めてもらうという規定があります。私はまだこの権限を使ったこと
はないのですが（あとがき参照），私の前任者たちはこれまで何度もやってきました。仲
裁裁判所ができなくて困っていたときには，ITLOSが裁判所として決めるのではなく
所長が決めてしまえばいいわけです。ですから，少なくとも仲裁裁判所は構成される仕
組みになっております。
　以上が基本的な ITLOSの特徴のいくつかです。
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
13第 10 巻第 1号（2013）
Ⅲ　ICJ，ITLOS，仲裁裁判所における海洋紛争の判例
　ICJ，ITLOS，仲裁裁判所における海洋紛争の判例について，判例を全部載せるわけ
にはいきませんので簡単に言いますと，一番歴史の古い ICJの場合，これまで 151 件の
判決，勧告的意見を出しております。そのうち私が勘定したところでは 27 件が海洋紛
争です。海の紛争について ICJが出した判決の中には，その後の海洋法の発達に非常に
重要な影響を及ぼした判例があります。
1．ICJの判例
⑴　コルフ海峡事件（1947 年）
　有名なものとしては，コルフ海峡事件という戦後直ぐの 1947 年に起こったイギリス
とアルバニアとの間の紛争です。これは船の航行，特に海峡における航行，あるいは無
害航行についてのその後の海洋法の制定に非常に大きな影響を及ぼしたものです。
⑵　漁 業 事 件（1949 年）
　1949 年には，イギリスとノルウェーとの間で漁業事件が起きました。領海などの幅
を決めるための基線即ちベースラインがあるのですが，そこに直線基線を引くことがで
きる条件が何かを判示した判決で，これも現行の海洋法条約に取り入れられておりま
す。
⑶　北海大陸棚事件（1969 年）
　北海大陸棚事件というのもあります。英語では North Sea Continental Shelf Casesと
複数になっております。これは 1969 年の判決で西ドイツとデンマーク，西ドイツとオ
ランダという二つの事件を合わせて呼んでいるからです。ですから，複数になっていま
す。これは大陸棚に関するその後の国際法の発達に大きな影響を及ぼしております。
⑷　捕 鯨 事 件
　2010 年，オーストラリアが日本を相手取って，南氷洋の捕鯨に関する事件を ICJに
付託しました。これから裁判が始まるのですが，これが始まると日本は初めて ICJに出
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廷することになります。
　1950 年代にオーストラリアの北のアラフラ海というところに日本の漁船がたくさん
行って，真珠貝を獲っていました。ところが，オーストラリアがある日突然，「ここは
うちの大陸棚だから君たちは出ていけ」と言い出して，紛争になりました。結局，外交
交渉による解決ができなかったので，日本とオーストラリアで合意して，ICJに行って
裁判で決めてもらうところまで行きました。もうすぐ裁判所に行くところだったのです
が，そうこうしているうちに真珠貝漁業が経済的に衰退してしまったので，ICJに行く
合意はしたものの実際には裁判にはならなかったという経緯があります。実際に裁判に
なっていれば，当時はまだ成立の過程にあった大陸棚の制度について面白い判例になっ
ていたはずです。
　オーストラリアと日本は大変仲良くやっているのですけれども，案外裁判の相手に
なることが多いのです。今回もそうですし，だいぶ前に私の前任者の山本草二先生が
ITLOSの裁判官だったころにオーストラリア，ニュージーランドが日本を訴えて，ミ
ナミマグロ事件が起きました。そのとき，日本は初めて ITLOSに出廷しました。
　日本もオーストラリアも，そしてニュージーランドも法治国家として発達している先
進国同士ですからそういうことができるわけで，これはむしろ望ましいことでありま
す。紛争があっても，「これは裁判所でやってもらおう。そして政治問題にはしない。
他のビジネスは as usualだ」ということで，普段の関係が進むということは文明的なや
り方だろうと思います。
　なお，第二次大戦前の常設国際司法裁判所にかかることになっていた事件は，戦後で
きた ICJにかかるものとみなすということで，戦前の裁判所と戦後の ICJとの間には一
定の継続性が認められています。
2．ITLOSの判例
　ITLOSは 1996 年にできたまだ新しい裁判所です。これまでに審理・決定した事件は
18 件です。継続中の事件が 2件あります。
　第 18 号事件と第 19 号事件で，第 18 号事件はルイザ号事件というセントビンセント・
グレナディーン諸島とスペインとの間の事件です。セントビンセント・グレナディーン
諸島の船がスペインに捕まって，これに関する損害賠償請求等の事件です。これについ
ては 2012 年 10 月 4 日から口頭弁論を行いますので，そのころハンブルクに来ていただ
ければ口頭弁論が傍聴できます。第 19 号事件も船舶の拿捕に関する事件で，パナマの
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船がアフリカのギニアビサウに捕まったという事件です。まだ裁判の期日は決まってい
ませんが，今書面審理をしているところです。
　これまでに ITLOSに提訴された 19 件の事件のうち一番多いのは早期釈放事件で 9件
あります。暫定措置が 5件，損害賠償事件，境界画定事件などが 4件，勧告的意見が 1
件です。本案をやっている途中で暫定措置の請求がある場合は，事件の番号としては一
つなのですが，本案と暫定措置では裁判の中身としては違うわけです。
3．仲裁裁判所の判例
　仲裁裁判所についてはなかなか把握がしにくいですが，国連海洋法条約ができてから
は仲裁裁判で 5件の海洋紛争が審理・決定されました。そのうち事務局である常設仲裁
裁判所が関与した裁判は 4件あったそうです。
Ⅳ　ITLOSの最近の判例
1．海底紛争裁判部の勧告的意見（2011 年 2 月）
　ITLOSによる最近の判例について申し上げたいと思います。まず，海底紛争裁判部
で出した勧告的意見があります。なかなか複雑なケースです。海底紛争裁判部ですが，
ITLOS全部の大法廷は 21 人で，この裁判部は 11 人です。11 人は内部で選ぶわけです
が， 3年ごとに構成が変わってきます。
　たまたま，私がこの裁判部に過去 3年入っていたときに勧告的意見の要請がジャマイ
カにある国際海底機構からあり，私はこれに関与することができました。なかなか面白
い事件でした。紛争ではなくて，国際海底，つまり人類の共同財産と言われる深海底の
鉱区を割り当ててほしい，そこで鉱物資源の探査・開発をしたいというときに締約国が
ジャマイカの国際海底機構に申請を出すわけです。
　そのときに国際海底機構で困ったことがあった。それは，特に企業，個人が国際海底
の鉱区をもらって開発をしたいというときに勝手にはできない。どこかの締約国にスポ
ンサーになってもらう必要がある。英語では sponsorと言っていますが，日本語では適
当な言葉がないので「保障」と訳しています。
　ある国にスポンサーしてもらわないといけない場合に，スポンサーした国は汚染が起
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きたようなときに，どこまでスポンサーの責任を問うのかはっきりしない。スポンサー
となる国の国内法を作らなければいけないのか，企業との契約だけでいいのか，その辺
りのところもよくわからないということで意見を聞いてきたわけです。
　背景にはナウル，トンガなどの南太平洋の小さな島国が，自分のところの資源がもう
ない。ところが周りには海がたくさんある。そこで，ある外国の会社，この場合にはカ
ナダの会社ですが，その会社がナウルに現地法人を作って，それをナウルという国にス
ポンサーしてもらいたい。しかし，スポンサー国の責任の範囲がわからない。ナウル等
は契約だけ結んで，スポンサーの手数料をとって儲けようと考えたらしいのですが，そ
ういうことをむやみにやると，海運における便宜置籍船みたいに便宜スポンサーができ
てしまうわけです。そうするとスポンサーしてもらった会社が何か事件を起こしたとき
に，ちゃんと約束を履行させられないという事件が起こり得ますので，我々の勧告的意
見の中では，単に契約だけでやっていい話ではない。きちんとした国内法を作って，執
行できるようにしろというようなことを言ったわけです。それから，スポンサーした国
の責任の範囲は国内措置をきちんとやればそこまでであって，最後の最後まで全部の責
任を負うものでもないということを言いました。
　国際海底機構ではそれを非常に歓迎しまして，解釈がはっきりしたものですから，今
彼らの仕事はどんどん進んでいます。特に小さな島国などの場合，どういう責任を負っ
てスポンサーができるかがはっきりしたので，これから国際海底における資源の開発が
進むと思います。これが去年の 2月に出した勧告的意見です。
2．バングラデシュ対ミャンマーのベンガル湾海洋境界画定紛争（2012 年 3 月）
　もう一つは，2012 年の 3月に出したバングラデシュとミャンマーとの間におけるベ
ンガル湾の海洋境界画定紛争です。この場合は，我々 21 人の裁判官のほかにバングラ
デシュもミャンマーも，彼らの国籍を持った裁判官が ITLOSにはいません。そこで，
そういう紛争当事国は，ICJと同様にいわゆるアドホック，臨時の裁判官を任命するこ
とができます。バングラデシュとミャンマー，それぞれ有名な人を裁判官として加えま
した。したがって，本来 23 人でやる予定だったのですが，我々の仲間の 1人が交通事
故で来られなかったものですから，22 人でやりました。そういう形の裁判でした。
　事件の内容ですが，ベンガル湾，バングラデシュ，ミャンマー，インドの位置確認を
いたしますと，バングラデシュはミャンマーとインドの間に挟まっている。ベンガル湾
にはヒマラヤのほうから河川に運ばれて泥や岩が流れてきて，非常に堆積層が厚い。一
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般に 20km以上の堆積層があると言
われます。そこには石油，天然ガス
がたくさん入っているようです。
　バングラデシュとミャンマーの間
で，過去 36 年間境界線画定交渉を
して一向にまとまらなかったので
す。境界が決まらないものですか
ら，開発ができないでいたというこ
とです。こういう場所に関する紛争
です（資料 3参照）。
　ミャンマーとバングラデシュは，
陸の国境を起点として先ず領海の境
界線を描こうと思ったのですが，彼
らの話がなかなかまとまらない。セ
ントマーチン島という細長い，淡路
島みたいな格好をした島は，バング
資料 3 　ベンガル湾と沿岸国
ラデシュに属しています。この島にも領海はある。しかし，この島とミャンマー本土と
の間の距離は 24 海里以下ですから，それぞれが 12 海里の領海をとることはできない。
そこで境界画定の問題になるのですが，ミャンマーは彼らの言葉によれば「この島は間
違った場所にある」と言うのです。「ミャンマーの鼻先にあって邪魔である」と。した
がって「島とミャンマー本土との間は中間線でいいけれども，そこから先は等距離線と
いうわけにはいかない。島には 6海里だけ与えればいい」と言うものですから，ミャン
マーによれば，セントマーチン島の領海は，ミャンマーと向かい合っている海域では中
間線のところまでいいのですが，そこから先はぐーっと小さくなってしまって 6海里し
かないということになります。
　しかし，バングラデシュは，「ここには何千人も住んでいて農業も漁業もあり，観光
名所でもある。この立派な島が 6海里というわけにはいかない。12 海里はもらうべき
だ」と主張しました。
　1974 年に合意議事録が両国間でできて，それによってある程度バングラデシュの提
案に近い線を引いたのですが，ミャンマーが「それには同意していない」とあとで言い
出しました（資料 4参照）。1974 年の文書は合意を構成したかどうかが一つの大きな問
題になり，我々はまず合意議事録の効力から審査をしたわけです。
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　この文書は一体合意を構成したかという点について我々は議論をしました。バングラ
デシュは，「ミャンマーはこの文書に従ってずっと行動していたのだから，合意をして
いるはずだ」。ミャンマーは，「そんなことはない。領海の境界線は排他的経済水域や大
陸棚などと一括して，全部まとまったら合意したということにするつもりだった。我々
はこれに縛られない」と言いました。エストッペル（禁反言）という大変ややこしい問
題があるのですが，そういうことも含めて検討しました。
　ITLOSの結論は，「合意を構成していない」というものでした。その場合には歴史的
な権原があるか，あるいは特殊な事情がある場合は別として，領海の境界線は海洋法条
約 15 条にある等距離線，中間線で引くべきだということです。両国間に合意がなく，
また，特別の事情もないので，裁判所が線を引いたわけです（資料 5参照）。これはバン
グラデシュの主張に近いのですが，基本的にこの小さい島も 12 海里までの領海を持っ
ているという前提で中間線を引いたものです。
　次は 200 海里までの排他的経済水域と大陸棚です。ミャンマーは，200 海里までの排
他的経済水域と大陸棚について，等距離線，中間線で引くべきだと線を引いた。
　ただ，それだとバングラデシュは自分の 200 海里まで到達せずに，その手前で終わっ
てしまう。インドとバングラデシュの境界線もまだできていないのですが，これを仮に
中間線で引く場合には，バングラデシュ・ミャンマーの中間線とぶつかってしまって，
資料 5 　国際海洋法裁判所（ITLOS）の引いた境界線資料 4 　バングラデシュとミャンマーがそれぞれ主
張する境界線
国際海洋法裁判所の特徴と最近の判例
19第 10 巻第 1号（2013）
バングラデシュは自分の 200 海里にも達しない。ましてや，そこから先の大陸棚も得ら
れないということでバングラデシュが大反対したわけです。
　他方バングラデシュは，ミャンマーの海岸線に直線を引き，バングラデシュの海岸に
も直線を引いて，その角度を二等分した，アングル・バイセクター方式で境界を画定す
るよう主張しました。両国の海岸線にそれぞれ直線を引きその間に角度を作って，その
真ん中の角度を採る。この場合は 215 度という線を採って，これで行くべきだと主張し
たわけです。
　なぜこういう問題が起こるかというと，バングラデシュの海岸は窪んでいるのです。
たとえば 3カ国ある中の A国が真ん中に挟まっていて，その両側に B国と C国がある。
海岸線が横にまっすぐであれば，等距離線を引くと海岸線と直角に行きますから，どの
国も 200 海里まで到達できます。ところが，バングラデシュの場合のように窪んだ所に
ある場合には，等距離線を引くと access to outer continental shelf cut offといいますが，
バングラデシュは自分の 200 海里まで到達できないのです（資料 6参照）。両方の国に挟
まれているから，切られてしまうということで具合が悪いというのが，最大の問題だっ
たわけです。
　そこで我々は，先述の西ドイツとオランダ，西ドイツとデンマークという 1969 年の
判例も参照しました。ドイツも窪んだ所にあるわけです。等距離線でいくと，当時はま
だ 200 海里という制度はありませんでしたが，ドイツとイギリスの中間線までもいけな
資料 6 　海岸線の形と 200 海里への到達
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い。その手前でドイツの大陸棚が切られてしまうということで，当時の ICJが，「これ
ではドイツがかわいそうだから，大陸棚は自然の延長なので，ドイツが自然の延長を享
受できるように交渉し直しなさい」と判示しました。この判決に基づいて関係国間で再
交渉した結果ドイツが中間線まで到達できるよう境界線が変更になったのです（資料 7
参照）。
　バングラデシュの場合と比較しますと，インドとバングラデシュの中間線，バングラ
デシュとミャンマーの中間線があります。中間線，等距離線でいくと，200 海里までい
かずに押し込められてしまうわけです。ドイツの場合も，等距離線だとイギリスとの中
間線の手前で止まってしまう。我々としては「これはいかん」ということで，審理をし
ました。
　1969 年とずいぶん昔のことですが，西ドイツとオランダ，西ドイツとデンマークの
北海大陸棚事件の場合と地形が非常によく似ています。実は，1969 年の ICJの裁判の
ときも，ドイツは逆にバングラデシュの図を描いて「こうなるから不公平なんだ，等距
離線を引くとこういう不公平が起こるからだめなんだ」ということを証拠に出してい
る。
　バングラデシュのほうは，自国と同様に海岸線が窪んでいるドイツの場合を持ってき
て，同じような主張をしたわけです。ドイツの場合は，海岸線が北向きなので，比較が
資料 7 　窪地のドイツの場合
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しやすいようドイツの地図を上下左右逆さまにしてバングラデシュの海岸と同じ向きに
したのが，資料 8です。
　領海の場合と違って 200 海里までの排他的経済水域と大陸棚については，海洋法条約
をいくら読んでも，どうやって最終的に境界線を決めるかということは書いていませ
ん。要するに，公平な結果になるように交渉しなさい，ということです。「合意で決めろ，
合意できない場合は公平な結果になるように，どこかの裁判所で決めてもらえ」と書い
てあるだけで，何の原則も書いていないわけです。
　日本はむしろ 200 海里の場合も中間線でいくべきだということを主張したのですが，
こういう不公平も起こるということで結局合意できなくて何も書いていない。いろいろ
な判例の積み重ねで，今はだいたいの判例の方向は次のようなものです。まず暫定的に
等距離線を描いてみる。それで良ければ良し。次に中間線で不公平な結果になるのだっ
たら，特別の事情を考慮して調整する。三番目に，その結果に著しく不公平がないかど
うかを検証してみる。このような三段階方式が最近の判例の方向なので，我々もそれを
踏襲しました。
　資料 9 は，暫定的な等距離線を引くとこうなるというものです。これは少しわかりに
くいのですけれども，これだと先ほどのようにバングラデシュが自分の 200 海里までも
資料 8 　ドイツの場合とバングラデシュ
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資料 10　暫定的な等距離線を調整した図資料 9 　暫定的な等距離線を引いた図
資料 11　三角の場所，グレイ・エリア
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到達できない。ましてやその先には行けない。そういうことになってしまいますから，
そこで我々は 11 あるいは Xと書いたところ，ここで等距離線を調整しました。
　この調整ではバングラデシュ提案の 215 度という線と同じ線を使っています。海岸線
が縦の線で見られるように，左向きに曲がったところで調整をしたということで，中間
線よりは下を向いている。したがって，これによってバングラデシュに対する不公平を
矯正しようと，こういう結果になったわけです（資料 10）。
　資料 11の右の上のほうのぎゅっと曲がったところ，これは 12 海里領海の中間線です。
それからポンポンポンと三つひし形のようなものが描いてありますが，そこまでは暫定
的な中間線。そこから下のまっすぐ，すっきりした線は 215 度という線です。これによ
れば，バングラデシュも自分の 200 海里まで到達できる。しかも資料 11の左下のほう
の矢印の先があるところ，ここは 200 海里以遠の大陸棚のあるところで，バングラデ
シュもそこまで行けるということで，これによって両方に配分された海域の面積などを
比較して著しい不公平はないと判断して，これで決めたわけです。
　実は 200 海里以遠の大陸棚まで境界線を画定したのは，この ITLOSの判例が初めて
でした。ICJでも仲裁裁判所でもこのような判決を出していません。国連海洋法条約の
もとでできた大陸棚の限界に関する委員会というものがあって，そこが結論を出してい
ないから 200 海里以遠の境界線は画定し得ないということで，あるいはそこまで紛争が
行っていないから判決しないということで避けていたわけです。
　しかし，ITLOSはやってしまいました。理由は，我々が決めないと，大陸棚委員会
のほうでは，「ここは境界画定紛争があるから，自分たちは 200 海里以遠の大陸棚の限
界に関するバングラデシュ，ミャンマーの主張を審査しない」と先延ばししたわけです。
そうすると何が起こるかというと，ITLOSが「大陸棚の外縁が決まらないから境界線
も決めない」となると大陸棚委員会も裁判所もお互いの決定を待つということになっ
て，いつまでも何も決まらないので，これはむしろ決めることが我々の義務だというこ
とで決めてしまったわけです。
　ここまではそういうことですが，資料 11の三角の場所は，一般にグレイ・ゾーン，
グレイ・エリアと言っています。グレイ・エリアという言葉は海洋法条約のどこにも出
てきません。これは何かというと，三角のところはバングラデシュの 200 海里より遠い
ところにあります。しかしながら，ミャンマーの 200 海里の線よりは内側にある。バン
グラデシュの 200 海里の外側にあるけれども，ミャンマーの 200 海里の内側にある海域
です。
　これをどうするか，結論だけ言いますと，海底というものは自然の領土の延長ですか
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ら，やはりそれが優先されるだろうということで，我々は三角の部分の海底，大陸棚は
バングラデシュのもの，その上の水はミャンマーの排他的経済水域だと決めたわけで
す。その結果どうなるかというと，上に泳いでいる魚はミャンマーのものになる。下に
ある大陸棚の資源，貝類あるいはカニなどの定着性生物はバングラデシュのものにな
る。ここは仲良くやってくださいということで，こういう結論にいたしました。
3．緊 急 措 置
　ITLOSは，緊急措置について定めることができますが，緊急措置には二種類の措置
があります。その一つは暫定措置で，今一つは船舶及び乗組員の早期釈放です。
　先ず暫定措置ですが，国連海洋法条約第 290 条は，付託された紛争について ITLOS
等の裁判所が二つの場合に暫定措置を定めることができると規定しています。その一つ
は，裁判所が付託された紛争について管轄権を有すると推定される場合，終局裁判を行
うまでの間，紛争当事者の権利保全又は海洋環境への重大な害を防止するために暫定措
置を定めることができると規定しています（条約第 290 条 1 項）。例えば，ITLOSに船舶
の拿捕に係わる損害賠償請求について紛争が付託された場合，この本案について判決を
出すまでに一定の時間がかかりますが，その間一方の紛争当事者の要請によって前述の
目的のために暫定措置を命ずることができるわけです。ITLOSは，この 1項の規定に
基づいてこれまでに暫定措置に関する 2件の命令を出しています。裁判所が暫定措置命
令を定め得る今一つの場合は，紛争が仲裁裁判に付託される場合です。一般に仲裁裁判
所が構成されるまでには時間がかかるので，それまでの間に紛争当事者の権利保全又は
海洋環境への重大な害を防止する必要が生じた場合にも，常設の裁判所である ITLOS
及び ICJは暫定措置を定めることができます（条約第 290 条 5 項）。この点で ITLOSも
ICJも同じですが，面白いのは，仲裁裁判所が構成されるまでの間，暫定措置を要請す
べき裁判所について紛争当事者が 2週間以内に合意できない場合には，ITLOSが暫定
措置を定めることができると規定されていることです。つまり，仲裁裁判所が構成され
るまでの間にとるべき暫定措置に関しては，ITLOSが優先されるわけです。ITLOSは，
これまでに，この 5項の規定に基づいて 5件の暫定措置に関する決定を行っています。
これには，ニュージーランドと豪州がわが国を提訴した「みなみまぐろ事件」 2件も含
まれています。
　国連海洋法条約の定めるもう一種類の緊急措置は，船舶及び乗組員の早期釈放です。
条約第 292 条は，次のように規定しています。即ち，締約国の当局が他の締約国を旗国
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とする船舶を抑留した場合において，合理的な保証金等の支払いの後に船舶及び乗組員
を速やかに釈放するというこの条約の規定を抑留国が遵守しなかったときは，釈放の問
題については，紛争当事者が合意する裁判所に付託することができる。同条は，また，
抑留後 10 日以内に紛争当事者が合意しない場合には，抑留国が受け入れている裁判所
又は ITLOSに付託することができるとも定めています。これは，保証金等によって抑
留国（沿岸国）の権利を保全するとともに，通常抑留国の国内裁判が結審するまでに長
時間を要し，その間船舶及び乗組員を抑留しておくことは関係者にとって経済的・人道
的負担を強いることになるので，これを軽減し，抑留国側と旗国側の利益のバランス
をとった制度と言えます。これまでの早期釈放事件は，全て ITLOSに付託されており，
緊急案件なので，判決は 1ヶ月以内に出しています。今日までに ITLOSが判決を出し
た早期釈放事件は合計 9件に上り，これには，ロシアの EEZ（Exclusive Economic Zone，
排他的経済水域）内で拿捕された日本漁船に関して日本がロシアを提訴した 2件も含ま
れています。
　以上のような緊急措置に関する ITLOSの管轄権とその迅速な決定も，ITLOSの特徴
と言えるでしょう。
4．判決の「経済効果」について
　ここで勧告的意見や判決の経済的な影響というものに触れてみたいと思います。先ほ
ど申しましたように，国際海底機構からの要請に基づいて出した勧告的意見には，深海
底の開発が進むという経済効果がありました。バングラデシュとミャンマーの事件に関
して言えば，両国が 36 年間争って，2008 年には両方が海軍を展開してほとんど戦争に
なりかかったのですが，ITLOSはそれを解決しました。それを 2年 4カ月で解決しま
したので，もう既にベンガル湾の海底資源の開発は始まっているはずです。
5．将来における ITLOSの役割
　上述のように，ITLOS発足後の約 16 年間，特に発足当初に付託された事件の大部分
は，一方的な提訴が可能な緊急案件，即ち，船舶及び乗組員の早期釈放と暫定措置でし
た。このため，ITLOSはこのような緊急案件のみを扱うことのできる裁判所であると
いうような誤解もありました。しかしながら，ITLOSは，実際には国連海洋法条約及
び同条約の目的に関係のある他の国際協定の解釈又は適用に関する紛争，更には勧告的
26 第 10 巻第 1号（2013）
司会（折田）　柳井判事，どうもありがとう
ございました。これから質問をお受けしま
す。
質問者　貴重なお話をどうもありがとうござ
いました。昔からある話ですけれども，ICJ
と ITLOSの関係です。今日ご紹介いただい
たバングラデシュとミャンマーのケースで
も，ICJで出した北海大陸棚事件の法理を利
用している。そうすると裁判所を利用する当
事国，法案判決を求める当事国の側にとって
ITLOSの ICJとは違う魅力についてどうお
考えになっているかを教えていただきたい。
柳井　ITLOSができたときに，「余計な裁判
所を作ると判例がばらばらになる」とか「国
際法がばらばらになる」と言う人が多かった
のですけれども，やってみますとそういうこ
とはありません。
　ベンガル湾海洋境界画定紛争に関する我々
の判決は 506 パラグラフありますけれども，
それを見ていただければわかると思います
が，あらゆる境界画定の判例を見ておりま
す。かつ ICJの判例を豊富に引いておりまし
て，先ほど言いましたように 200 海里までの
境界線の画定について言えば，条約には何も
書いていないけれども，判例法によって第一
段階で暫定的な等距離線を引く。そのままだ
と公平な結果にならない特殊な事情，バング
ラデシュとミャンマーの場合には，バングラ
デシュの海岸が湾曲している事情を考慮して
調整する。これが二段階目です。三段階目は，
その結果振り分けられた海域の間に著しい不
均衡はないかを検証する。この方式でやりま
した。
　したがって，いわゆる海洋法のフラグメン
テーション（fragmentation）とか，あるい
は ICJと ITLOSの考えがまったく関係なく
質 疑 応 答
意見も広く扱うことのできる裁判所です。最近，バングラデッシュ・ミャンマー間の
海洋境界画定紛争（第 16 号事件）が付託され，国際海底機構から ITLOSの海底紛争裁
判部に対して勧告的意見の要請（第 17 号事件）がなされたことは，国際社会において，
ITLOSに対する理解が徐々に深まってきたことを示すものでしょう。
　今後は，海洋境界画定紛争，これから本格化する深海底の探査・開発に関する紛争，
国際海底機構からの勧告的意見の要請，海洋環境をめぐる紛争，国際協定を通ずる勧告
的意見の要請等，ITLOSはより多くの分野や性格の紛争解決に一層重要な役割を果た
すことができると思います。
　一応ここで締めくくらせていただきまして，あとはご質問にお答えしたいと思いま
す。ご清聴ありがとうございました。
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やっているということはなくて，今までの判
例の延長線上で我々は判断しています。長い
判決ですけれども，ぜひ見ていただきたいと
思います。どれほど我々が ICJの判決を勉強
して気にしながら作ったかがおわかりいただ
けるかと思います。中には，仲裁裁判の判断
も入っております。
　ベンガル湾の事件について 200 海里以遠の
大陸棚の境界が画定しましたので，これから
望むらくは，ICJのほうが我々の判決を引い
てくれるのではないかと思っております。結
果的に，バングラデシュもミャンマーも大変
喜んでくれました。2012 年 6 月に国連海洋
法条約の締約国会議があって私も行ってきた
のですが，両方の国の代表が発言して，「こ
の判決はフェアである，かつ非常に早くやっ
てくれた」と喜んでくれました。我々も安心
したところです。
　今後の展開を見ていかないと何とも言えま
せんが，お互いに判例を見合ってやっていく
ので，裁判制度がばらばらになるとか，国際
法がばらばらになることはないだろうと私
は思っております。ITLOSの魅力は，判断
が早い，また，21 人の裁判官が居ますので，
その判断はより均衡のとれたものになると言
えると思います。
質問者　そうしますと，どちらに持っていっ
ても共通の法理で判断してくれるということ
になりますが，実際に当事国の立場に置かれ
た場合に，どちらを選ぶかという際の基準と
いうか物差しになるような他の要件はありま
すか。海洋裁判所のほうがスピーディーに結
果が出るとか，あるいは途上国に対する支援
があるとか，他の条件はありますか。
柳井　途上国に対する支援というのは，ICJ
でも ITLOSでも十分ではありませんがそう
いうファンドがあります。その点はあまり変
わらないと思います。
　ただ，ITLOSのほうがスピーディーであ
ることは間違いありません。ITLOSは海洋
法に特化していますから，たとえば外交保護
権に関する事件などは来ないわけです。領土
紛争そのものに対する事件も来ない。これ
に対し，ICJの場合付託される事項に制限が
なく，いろいろな事件が持ち込まれますか
ら，ICJは非常に混んでいます。今持って来
ても，始まるのがあと何年か先ということで
すから，海洋法に関する事件に関して言えば
ITLOSはスピーディーだということ，我々
の希望ですけれども今度のバングラデシュ＝
ミャンマーの事件をいろいろな国が見て，公
平かつ迅速な判断をしてくれそうだと思って
もらえれば，そういう点が判断の基準になる
かもしれません。
司会　学部学生を代表して影山凡子さん，ど
うぞ。
影山　本日はどうもありがとうございまし
た。質問が 2点あります。 1点目は，先ほど
先生のお話にも出ましたけれども，アメリカ
と UNCLOS加盟について伺いたいです。最
近議会の中で UNCLOSに入ってもいいので
はないかという話も出ていたと思います。話
が出ていた背景が対中抑止というか，中国が
海洋法に対して独自の解釈を展開していて，
そういった点でアメリカが UNCLOSに入れ
ば中国を抑えられるのではないかという話が
あって，議会でもそのような議論がなされた
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と思います。実際，アメリカが UNCLOSに
加盟した場合に抑止力になりえるのかという
質問です。
　 2点目ですが，3.11 東日本大震災後の福島
原発事故での海洋汚染の問題が上がっている
と思います。日本が放射能に汚染している汚
水を太平洋に流したり，津波で生じたガレキ
がいろいろな国に流れ着いたりしています。
そういった海洋汚染について，ITLOSで管
轄権を持つという内容が UNCLOSにもあっ
たと思います。実際に太平洋沿岸国，国にも
よると思うのですけれども，裁判が行われる
可能性はどれくらいあるとお考えでしょう
か。
柳井　第 1点については，アメリカ国内の議
論は昔からいろいろあって新しいことはほと
んどないです。先ほども言いましたように，
これは大統領選挙の政治的争点の一つになっ
ている。反対論はいろいろあるけれども，法
律論としてはいただけない話が多くて，アメ
リカがこの条約に入るとどんどん訴えられる
とか，アメリカが現在持っている深海底に関
する開発の権利が失われるとか。そういうも
のは権利があるとは思わないですけれども，
そういう議論もある。あるいはアメリカの自
由が束縛されるというようなかなり荒っぽい
議論であって，反対する人の主目的はオバマ
を困らせたいだけのことです。
　ですから，むしろ私は，「入らないと，あ
んた方が損するよ」と言いたい。たとえば北
極海の大陸棚は今，ロシア，カナダ，ノル
ウェーなどがしのぎを削っているのですが，
これはアメリカが口を出せないわけです。事
実上口は出していますけれども，アメリカは
国連海洋法条約の締約国として条約に基づく
主張はできないのです。
　では，アメリカが海洋法条約の締約国に
なったら抑止力になるかというと，それはそ
う簡単にはいかないと思います。ただ，ヒラ
リー・クリントン国務長官が中国に対して，
「中国は海洋法に従って行動しろ」と言って
いますが，それに対して，「アメリカは自分
で入っていないで，よくそんなことを言える
な」と反論を食らってしまうわけです。海洋
法条約に入っていれば，そういう反論は食ら
わないで済むでしょう。しかし海洋法条約に
入ったら中国の問題が片付くかと言えば，そ
れはそう簡単ではない。ただ，アメリカの主
張の法律的根拠がずっと強くなるということ
は言えると思います。
　第 2点目の海洋汚染は，特に福島原発事故
の結果がどうなるかという点は具体的な問題
なので，私たち裁判官としては具体的な問題
についてはコメントできないという立場にあ
ります。海洋法裁判所に汚染の問題が事件と
して来れば，そこで初めて意見を言うという
ことなので，そこのところは何とも言えない
のです。
森田　法政大学の森田章夫です。バングラデ
シュ＝ミャンマー境界画定事件について，若
干細かい点を 2点お尋ねします。一つは，グ
レイ・エリアのことですが，ミャンマーに
とって 200 海里内なのに，バングラデシュの
ほうが 200 海里より外に張り出したという結
果になりました。これが一般論として広がる
と，いろいろなところで問題が起こりかねな
いと思うので，コンテクストは特定して考え
たほうがいいと思います。そこで，裁判官の
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方々はどういう特殊なコンテクストを理解さ
れていたのかというのが第 1点です。
　もう一つは，バングラデシュの主張のアン
グル・バイセクター方式を採らないで，む
しろ ICJの海洋境界画定判決の三段階方式を
採ったと理解しているのですけれども，アン
グル・バイセクター方式のほうはそれを支え
る国家実行をどの程度バングラデシュが出し
てきたのか，ご紹介いただければと思いま
す。
柳井　最初のグレイ・エリアの方式が一般化
するかどうかは，何とも言えませんが，そう
頻発するものではないと思います。我々の判
断はもちろんベンガル湾のこの事件に関する
限りということなので，必ずしもこれをどこ
でも使えるという考え方は採っておりませ
ん。特にこの場合，ミャンマーの 200 海里以
遠，バングラデシュの 200 海里以遠の大陸棚
がどこまでになるかというのは，確かに外縁
の問題は大陸棚限界委員会が決めることで
す。
　ただ，ベンガル湾に関する限り，第三次海
洋法会議のときからある種の合意のようなも
のがあるのですが，ここは堆積層が大変厚く
て，この辺は間違いなく 200 海里以遠にも大
陸棚があると考えられております。おそらく
外縁が問題になるのは，ベンガル湾の一番外
側のスリランカの辺りで初めて出てくる話で
あって，バングラデシュとミャンマーの間の
200 海里以遠といっても，近いところではま
ず問題にならないであろうというのが一つ。
そもそもそういうことなので 200 海里を超え
る大陸棚についても，両方の国に権利がある
ということで，そこは争いがないという前提
に立っています。
　いろいろ議論はあったのですが，もちろん
判例はないわけで，大陸棚と上部水域の力の
差というかどちらを優先するかと言えば，や
はり宣言の要らない自然の延長，当然にある
大陸棚のほうが海底及びその地下の資源につ
いて，たとえば定着性生物などについては
「大陸棚の規定による」と書いてありますし，
大陸棚の制度のほうが優先されるはずだとい
うのが我々の判断です。
　二番目の問題については，バングラデシュ
はアングル・バイセクター方式を用いて主張
したわけです。我々の中にもアングル・バイ
セクターのほうがいいという意見の人もいま
したが，これもいろいろやってみますと，結
局アングル・バイセクターもどこの海岸線の
直線を採るかによって，ものすごくぶれるわ
けです。結果的にはバングラデシュが言うよ
うな海岸線の取り方の真ん中というのが，良
い結果になったと思います。
　ICJの判決にも出ていますけども，基本
的には等距離線をやってみて，等距離線に
特殊事情を加味するというか equidistance/
relevant circumstancesというやり方が，今
までのところは一般的な方向です。等距離線
が引けないような場合，ニカラグア，ホン
ジュラスのように海岸線が定まらない，毎日
のように海岸線が変わってしまうところでは
等距離線が引けないわけで，そういうところ
はアングル・バイセクターのほうが良いだろ
うという判決もあります。そういうときはア
ングル・バイセクターも一つの方法だろうと
思います。
司会　森田先生，よろしいですか。そろそろ
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時間になりましたので，これでおしまいにさ
せていただきたいと思います。柳井先生にお
かれては，またハンブルクにお戻りになっ
て，これからも一層ご活躍になると思いま
す。本日はどうもありがとうございました。
柳井　ありがとうございました。ぜひ傍聴に
いらしてください。
司会　ぜひ皆さん，奮って傍聴に出かけてく
ださい。
1．サイガ号事件（早期釈放事案）（事案番号 1）
　　（セント・ヴィンセント及びグレナディーン諸
島対ギニア）
2．サイガ号事件（暫定措置）（事案番号 2）
　　（セント・ヴィンセント及びグレナディーン諸
島対ギニア）
3．サイガ号事件（本案）（事案番号 2）
　　（セント・ヴィンセント及びグレナディーン諸
島対ギニア）
4．みなみまぐろ事件（暫定措置）
　　（事案番号 3及び 4）
　　（ニュージーランド対日本，豪州対日本）
5．カモウコ号事件（早期釈放事案）（事案番号 5）
　　（パナマ対仏）
6．モンテ・コンフルコ号事件（早期釈放事案） 
（事案番号 6）
　　（セイシェル対仏）
7．南東太平洋めかじき資源保存事件（本案） 
（事案番号 7）
　　（チリ対 EC）
8．グランド・プリンス号事件（早期釈放事案） 
（事案番号 8）
　　（ベリーズ対仏）
9．チャイシリ・リーファー 2号事件
　　（早期釈放事案）（事案番号 9）
　　（パナマ対イエメン）
10．MOX製造工場事件（暫定措置）（事案番号 10）
　　（アイルランド対英）
11．ヴォルガ号事件（早期釈放事案）（事案番号11）
　　（ロシア対豪州）
12．ジョホール海峡事件（暫定措置）（事案番号12）
　　（マレーシア対シンガポール）
13．ジュノー・トレイダー号事件（早期釈放事案） 
（事案番号 13）
　　（セント・ヴィンセント及びグレナディーン諸
島対ギニアビサウ）
14．豊進丸事件（早期釈放事案）（事案番号 14）
　　（日本対ロシア）
15．富丸事件（早期釈放事案）（事案番号 15）
　　（日本対ロシア）
16．バングラデシュ・ミャンマー間海洋境界画定
に関する紛争（本案）（事案番号 16）
17．深海底における探査活動を行う個人及び団体
を保証する国家の責任及び義務（国際海底機
構による勧告的意見の要請）（事案番号 17）
18．M／ Vルイザ号事件（暫定措置及び本案） 
（事案番号 18）
19．ヴァージニア G号事件（本案）（事案番号 19）
　　（パナマ対ギニアビサウ）
20．ARAリベルタット号事件（暫定措置）
　　（事案番号 20）
21．準地域漁業委員会による勧告的意見の要請
　　（事案番号 21）
〈参考資料〉
国際海洋法裁判所に付託された事案一覧　　2013 年 4 月末現在
（外務省ホームページより抜粋　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaiyo/itlos.html）
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あ と が き
　以上は，2012 年 7 月までの判例や事実関係に基づいて行った講演の概要ですが，そ
の後この概要が「中央ロー・ジャーナル」誌に掲載されるまでの間に，ITLOSをめぐっ
て次のような進展がありました。
　その一つは，2012 年 10 月に起こったアルゼンチン海軍の練習艦「ARAリベルタ号」
のガーナによる抑留事件です。「ARAリベルタ号」は，練習航海の最初の寄港地，ガー
ナの首都アクラに寄港したところ，ガーナ高等裁判所の命令によって抑留され，出航で
きなくなったという事件です。その背景には，アルゼンチン国債の償還不能に関して米
国人の運営するファンドがニューヨーク地裁に提訴し，同地裁から国有財産を含むアル
ゼンチン資産の差し押さえ判決を得て，外国で執行を求め，ガーナの裁判所がこれに応
じたという状況がありました。アルゼンチンは，本件を仲裁裁判所に付託するとともに，
仲裁裁判所が構成されるまでの間，ITLOSに「ARAリベルタ号」の即時釈放を命ずる
暫定措置を要請してきました（第 20 号事件）。ITLOSは，軍艦が享受する外国管轄権か
らの免除にかんがみ，12 月に，暫定措置として即時・無条件の釈放を命じ，ガーナは
この命令に従いました。
　今一つの進展は，2013 年 3 月に西アフリカ 7か国で構成する「準地域漁業委員会」
（Sub-Regional Fisheries Commission, SRFC）から ITLOSに対して，第三国漁船による違法・
無報告・無規制漁業（illegal, unreported and unregulated fishing, “IUU fishing”）に関して勧
告的意見の要請（第 21 号事件）がなされたことです。これは，「IUU漁業」に関し漁船
の旗国の負う義務は何か等の法律問題について ITLOSの勧告的意見を求めるものです。
国際海底機構の要請に基づいて ITLOSの海底紛争裁判部（11 人の裁判官で構成）が 2011
年に勧告的意見を出したことは，前述の通りですが，ITLOSの手続規則第 138 条に基
づいて裁判部でなく ITLOSの大法廷（21 人の裁判官全員で構成）に対して勧告的意見が
要請されたのは，今回が初めてです。
　なお，講演の中でも触れた事件に関するその後の進展ですが，「ルイザ号事件」（第 18
号事件，本案）の口頭弁論は 2012 年 10 月に行われ，その判決起案作業が行われてきま
したが，2013 年 5 月 28 日に判決を言い渡しました。また，「ヴァージニア G号事件」（第
19 号事件）の口頭弁論は，2013 年 9 月に行われることになりました。
　他方，前述の「ARAリベルタ号事件」の損害賠償請求等に関する本案は，条約付属
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書 VIIに基づく仲裁に付託されましたが， 5人の仲裁裁判官のうち紛争当事国間の合意
によって任命すべき 3人については，アルゼンチンとガーナとの間で期限内に合意がで
きなかったため，ITLOS所長に任命するよう要請がなされ，私は所長として，2013 年
1 月にこれら 3人の仲裁裁判官を任命しましたので，仲裁裁判所が構成されました。こ
の他，2013 年 2 月には，フィリピンが中国を相手取って南シナ海の法的地位に関する
事件を条約付属書 VIIに基づく仲裁裁判所に付託しましたが，中国がこの義務的仲裁に
応じないため当事国間で仲裁裁判所が構成できないという事態が生じました。そこで
フィリピンより ITLOS所長に対し，同付属書に基づき仲裁裁判官を任命するよう要請
がなされ，私は 2013 年 4 月に任命を終え，仲裁裁判所を一旦構成しましたが，その後
仲裁裁判官の一人が都合により辞任しましたので， 6月に代わりの仲裁裁判官を任命
し，仲裁裁判所を再構成しました。 （2013 年 6 月柳井記）
